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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2019年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年６月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 135,446,488 135,446,488
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。
単元株式数は100株でありま
す。

計 135,446,488 135,446,488 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2018年４月１日 67,723,244 135,446,488 ― 33,239 ― 13,114

(注) 発行済株式総数の増加は株式分割（１：２）によるものであります。

決算短信（宝印刷） 2019年06月18日 10時54分 30ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 27 ―

(5) 【所有者別状況】

2019年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 43 39 106 397 23 12,419 13,027 ―

所有株式数
(単元)

― 199,634 20,052 129,330 498,456 77 506,089 1,353,638 82,688

所有株式数
の割合(％)

― 14.75 1.48 9.55 36.82 0.01 37.39 100.00 ―

(注) １．自己株式28,695,180株は、「個人その他」に286,951単元、「単元未満株式の状況」に80株含まれておりま

す。

２．「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それ

ぞれ111単元および20株含まれております。

(6) 【大株主の状況】

2019年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社クロスロード 大阪府羽曳野市恵我之荘５丁目２番15号 10,682 10.01

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 4,301 4.03

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８-11 4,089 3.83

辻 本 美 之 大阪府羽曳野市 4,038 3.78

辻 本 憲 三 大阪市中央区 4,019 3.77

ジエーピーモルガンチエース
オツペンハイマー ジヤスデツ
ク レンデイング アカウント
（常任代理人 株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）

6803 S.TUCSON WAY CENTENNIAL, CO 80112,
U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 決済
事業部）

3,488 3.27

辻 本 春 弘 東京都港区 3,099 2.90

辻 本 良 三 大阪市天王寺区 3,091 2.90

ビーエヌワイエム アズ エー
ジーテイ クライアンツ 10
パーセント
（常任代理人 株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）

225 LIBERTY STREET, NEW YORK, NY 10286,
UNITED STATES
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 決済
事業部）

2,248 2.11

ステート ストリート バンク
アンド トラスト カンパニー
505001
（常任代理人 株式会社みずほ
銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都港区港南２丁目15－１ 品川インタ
ーシティＡ棟）

2,138 2.00

計 － 41,197 38.59

(注) １．上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,142千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,940千株

２．当社は、自己株式28,695千株を所有しておりますが、上記大株主から除外しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ―

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式28,695,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,066,687 同上
106,668,700

単元未満株式
普通株式

― 同上
82,688

発行済株式総数 135,446,488 ― ―

総株主の議決権 ― 1,066,687 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が11,100株(議決権

111個)含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株および株式会社証券保管振替機構名義の株式

20株が含まれております。

② 【自己株式等】

2019年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社カプコン
大阪市中央区内平野
町三丁目１番３号

28,695,100 ― 28,695,100 21.19

計 ― 28,695,100 ― 28,695,100 21.19
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号および会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　 該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(2018年10月29日)での決議状況
(取得期間 2018年10月30日～2018年12月28日)

2,737,200 5,999,942

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 2,737,100 5,999,723

残存授権株式の総数及び価格の総額 100 219

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.00 0.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 0.00 0.00

(注) 当事業年度における取得自己株式は、2018年10月29日開催の取締役会において決議された公開買付けによる取得

であり、その概要は以下のとおりです。

公開買付期間 2018年10月30日から2018年11月27日まで

買付価格 １株につき2,192円

取得した株式の総数 2,737,100株

取得価額の総額 5,999,723,200円

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 792 1,998

当期間における取得自己株式 100 241

(注) 当期間における取得自己株式には、2019年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（ ― ） ― ― ― ―

保有自己株式数 28,695,180 ― 28,695,280 ―

(注) 当期間における保有自己株式数には、2019年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増しに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつと考えており、将来の事業展開や経営環境の変化などを

勘案のうえ、連結配当性向30％を基本方針とし、かつ安定配当の継続に努めております。

当社の剰余金の配当は、中間および期末配当の年２回を基本的な方針としております。

　また、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　内部留保につきましては、ゲームソフト開発、アミューズメント施設およびアミューズメント機器や成長事業への

投資等に充当し、企業価値を高めてまいります。

当事業年度の期末配当金につきましては５円増配の１株につき20円とし、中間配当金(１株につき15円)を含めた年

間配当金は、１株につき35円であります。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

2018年10月29日
取締役会決議

1,642 15

2019年６月17日
定時株主総会決議

2,135 20
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要事項の一つであると認識しております。このため、経

営の健全性や透明性を高めるとともに、株主、取引先、従業員および地域社会などのステークホルダーとの信頼

関係を構築することにより、企業価値の向上に努めております。

② 企業統治の体制

ア．当社は、2016年６月に監査等委員会設置会社に移行しており、監査機関である監査等委員会の構成員は、

取締役会決議における議決権を有しております。

イ．監査等委員会の監査は「適法性監査」のほか、「妥当性監査」も加わるため経営全般にわたる幅広い監督

が可能となり、監督機能は一層強化されています。

ウ．当社は、重要な業務執行の決定権限の一部を代表取締役等に委任しており、取締役会の付議事項を重要性

の高い議題に絞りこむことにより審議の充実を図るとともに、取締役会の開催回数を減らしております。

エ．その結果、業務執行の迅速な意思決定と機動的な経営展開により業務執行の効率性は向上しております。

オ．当社は、執行役員制度を導入しており、経営に専念する取締役と執行に専念する執行役員の役割と責任を

明確化するとともに、取締役会で決定された重要事項等を業務執行取締役の指示のもと、執行役員が迅速

に業務を執行することにより経営効率を高めております。

カ．主な活動状況は次のとおりです。

（ア）取締役会

取締役会（議長は代表取締役会長）は次の11名の取締役から構成されており、うち社外取締役が５名

（45％）となっております。2019年３月期の取締役会は、10回開催しており、法令や取締役会規則で定め

た重要事項を審議するほか、社外取締役の指摘、提案や活発な発言等により監督機能の強化に努めており

ます。総務部が事務局となっており、３名が担当しています。

辻本憲三（議長、代表取締役会長・社内取締役）

辻本春弘（代表取締役社長・社内取締役）

江川陽一（社内取締役）

野村謙吉（社内取締役）

根尾邦男（社内取締役）

佐藤正夫（社外取締役）

村中 徹（社外取締役）

水越 豊（社外取締役）

平尾一氏（常勤監査等委員・社内取締役）

岩﨑吉彦（常勤監査等委員・社外取締役）

松尾 眞（監査等委員・社外取締役）

（イ）監査等委員会

㋐監査等委員会（議長は社外取締役）は次の３名の取締役（うち、２名は常勤監査等委員）から構成され

ており、うち社外取締役が２名おります。当監査等委員会は、原則として取締役会開催前に開催してお

り2019年３月期は10回開催しています。監査等委員会規則で定めた重要事項等を審議し、監査・監督の

強化に努めております。

松尾 眞（委員長、監査等委員・社外取締役）

平尾一氏（常勤監査等委員・社内取締役）

岩﨑吉彦（常勤監査等委員・社外取締役）
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㋑監査等委員会から選定された監査等委員は、自ら往査を行うほか、監査の実効性を高めるため、監査等

委員会直属の内部監査本部等に適宜指示を行うなど機動的な組織的監査を実施しています。

㋒内部監査本部等は16名の従業員から構成されております。

㋓内部監査本部等は、監査等委員会に対して監査状況や改善、指摘事項を報告するなど、監査が有効に機

能するよう努めております。

（ウ）コーポレート経営会議

コーポレート経営会議（議長は代表取締役会長）は次の６名の社内取締役から構成されております。原

則として取締役会の数日前に開催するほか、必要に応じて適宜行っております。2019年３月期は18回開催

しています。取締役会付議事項の事前審議や当該事項以外の案件等について、会議を行っております。経

営企画部が事務局となっており、３名が担当しています。

辻本憲三（議長、代表取締役会長・社内取締役）

辻本春弘（代表取締役社長・社内取締役）

江川陽一（社内取締役）

野村謙吉（社内取締役）

根尾邦男（社内取締役）

平尾一氏（常勤監査等委員・社内取締役）

（エ）執行役員会

執行役員会は、21名の執行役員（うち、４名は取締役兼任）から構成されています。執行役員会では、

各執行役員が業務執行状況を報告し、情報の共有化を図るとともに、案件事項や対処すべき課題等につい

て意見交換を行っております。

本会は、原則として毎月下旬に開催することになっており、2019年３月期は13回開催しております。経

営企画部が事務局となっており、３名が担当しています。

（オ）指名・報酬委員会

㋐任意の指名・報酬委員会は、次の５名の取締役（社内取締役２名・社外取締役３名）から構成されてお

り、社外取締役が過半数を占めております。各委員は、取締役会が知見、識見や経験等を勘案のうえ、

選定しております。

岩﨑吉彦（委員長、常勤監査等委員・社外取締役）

野村謙吉（社内取締役）

水越 豊（社外取締役）

平尾一氏（常勤監査等委員・社内取締役）

松尾 眞（監査等委員・社外取締役）

㋑指名・報酬委員会は、取締役会から取締役等の指名または報酬の諮問を受け、2019年３月期は３回開催

しており、５名の委員はすべて同委員会に出席しております。なお、事務局は設置しておりません。
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（カ）コンプライアンス委員会

コンプライアンス委員会は、次の10名の取締役（うち、半数の５名は社外取締役、委員長は弁護士でも

ある社外取締役）から構成されております。本委員会は、原則として四半期に１回開催しており2019年３

月期は４回開催しております。主な活動内容としては、当社グループのコンプライアンスに関するリスク

分析、評価、対応の検討を行い、内在するリスクの把握や顕在化する蓋然性等を取締役会に報告するなど、

法令違反や不正行為等の早期発見や未然防止に努めております。内部監査本部が事務局となっており、４

名が担当しています。

村中 徹（委員長、社外取締役）

辻本春弘（代表取締役社長・社内取締役）

江川陽一（社内取締役）

野村謙吉（社内取締役）

根尾邦男（社内取締役）

佐藤正夫（社外取締役）

水越 豊（社外取締役）

平尾一氏（常勤監査等委員・社内取締役）

岩﨑吉彦（常勤監査等委員・社外取締役）

松尾 眞（監査等委員・社外取締役）

（キ）内部監査本部等

当社は、実効性のある監査を行うため、内部監査本部等を設置しております。内部監査本部等は、16名

の従業員から構成されており、株主総会終了後に監査方針、監査計画、監査方法、職務分担等を決定して

おります。

従業員の業務執行状況、内部統制システムの有効性、運用状況の検証、評価等を行い監査等委員会に報

告するとともに、適宜選定監査等委員に同行して事業所や国内外子会社等の往査を行っております。

決算短信（宝印刷） 2019年06月18日 10時54分 37ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 34 ―

③ コーポレート・ガバナンス体制図

　当社のコーポレート・ガバナンス体制図は、以下のとおりであります。

④ 内部統制システムの整備状況

ア．取締役の職務の執行が法令等に適合するための体制

取締役会の監督機能を高め、一層の活性化を図るため、社外取締役の助言、提言や勧告等に加え、コン

プライアンス委員会の定期的なチェックなどを通じて、違法行為の未然防止や適法性の確保に努め、経営

監視機能の強化により企業価値を高めております。

イ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役会議事録など取締役の職務遂行に係る文書や情報の管理については、「文書管理規程」等によっ

て適切に保存および管理を行っております。

ウ．リスク管理体制に関する規程その他の体制

危機の未然防止や不測の事態が発生した場合において適正な対応を図るため、「危機管理規程」などに

より組織横断的なリスク管理体制が機能するよう努めております。

エ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、執行役員制を導入しており、経営方針を決定する取締役会と業務執行を行う執行役員を明確に

分離するとともに、迅速な意思決定により円滑かつ機動的な事業展開を推し進め、経営効率を高めており

ます。
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オ．従業員の職務の執行が法令等に適合することを確保するための体制

法令を遵守するための行動規範となる「株式会社カプコンの行動規準」を制定するとともに、社内教育

やモニタリングなどにより法令違反の未然防止に努めております。

カ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社取締役等が出席する子会社取締役会を毎月１回開催し、「子会社管理規程」などに基づく、親子会

社間の緊密な意思疎通や連携により、営業の現況や業績の見通しなど子会社の重要な情報について報告を

義務付けております。また、「リスク管理規程」等によりグループ全体のコンプライアンス体制の整備を

推し進め、コーポレート・ガバナンスが機能するよう業務の適正化を図っております。

キ．監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する体制、当該従業員の取締役からの独立性に関する体制お

よび当該従業員に対する指示の実効性の確保に関する体制

監査等委員会は、監査方針に基づき取締役や従業員の業務執行の監査を行い、必要に応じて監査指摘事

項の提出や是正勧告、助言を行うなど、内部統制が有効に機能するよう努めております。このため、監査

等委員会の職務が円滑かつ適正に遂行できるよう、監査等委員会直轄組織の内部監査本部等を設置してお

り、16名の専従スタッフが監査等委員である取締役の指示による補助業務の任に当たっているほか、当該

従業員の異動については、監査等委員会の同意を得るようにしております。

ク．当社グループの役職員が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制、

報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

監査等委員会から職務執行に関して必要な情報を求められた当社グループの役職員は、迅速かつ適切に

対応するとともに、所要の事項などについて適宜報告を行っております。

また、当社および当社グループは役職員が監査等委員会へ報告を行った場合において、当該報告を理由

として不利益な取扱いは行いません。

ケ．その他、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員である取締役の職務執行に伴う費用について、一定額の予算を設けるとともに、当該費用の

前払い等を請求したときは、その金額を負担することにしております。

コ．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

2019年３月期の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

（ア）上記各体制に加え、重要な会議として取締役会（10回開催）のほか、コーポレート経営会議（18回開

催）および執行役員会（13回開催）を開催し、法令で定められた事項や各規程に基づく付議事項の審議、

決議および報告を行っております。また監査等委員会（10回開催）は、監査方針や監査計画などを決定

するほか、取締役の職務執行や法令遵守について監査等を行っております。

（イ）社外取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を四半期に１回開催し、内在するリスクの把握や顕

在化する蓋然性等を取締役会に報告するなど、法令違反や不正行為等の早期発見や未然防止に努めてお

ります。

（ウ）役職員に対するコンプライアンスの理解を深めるため、ｅラーニングやコンプライアンス定期チェック

シートを用いた実効性を確認することにより、インサイダー取引や情報漏洩の未然防止、情報セキュリ

ティの確保など、法令遵守の周知徹底を図っております。

（エ）当社グループ会社については、当社の経営方針を子会社の経営陣に伝達するほか、当社の兼任役員や派

遣従業員などから情報を収集するなど、子会社の業務状況について継続的にモニタリングすることによ

り、グループ全体の内部統制システムが有効に機能するよう取り組んでおります。

（オ）監査等委員会は、内部監査本部等から定期的に報告を受けるとともに、必要に応じて指示を出すなど組

織的監査により内部統制システムが有効に運用されているか厳正にチェックをしております。
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（カ）働き方改革推進の一環として長時間労働の削減を図るため、労働時間の管理、監督の厳格化や労務管理

研修、メンター研修などの各種研修を実施したほか、役職員の意識改革や有給休暇の促進策に加え、安

全衛生委員会を毎月開催するなど、従業員の健康維持、増進に取り組んでおります。

サ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況

当社は、社会秩序や市民社会の安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然たる態度で対処する

とともに、このような団体、個人とは一切関係を持ちません。

当該団体、個人が接触してきた場合は、直ちに組織的な対応を図るとともに、不当、不法な要求には警

察や関連団体等とも連携し、断固拒否する方針です。

また、不測の事態に備え、反社会的勢力の関連情報の入手や動向に注意を払うとともに、万一、反社会

的勢力とは知らずに、何らかの関係を有した場合は、警察等の関係機関とも連携し、速やかに関係を解消

いたします。

⑤ リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制につきましては、弁護士の社外取締役２名を構成メンバーに加えたコンプライアンス委員会を

設置し、「コンプライアンス定期チェックシート」により、リスク管理の状況を調査するとともに、必要に応じ

て取締役会に報告するほか、関係者に対して注意喚起、勧告や助言を行うなど、コーポレート・ガバナンスが有

効に機能するよう努めております。

⑥ 責任限定契約

当社は、監査等委員でない社外取締役３名全員および監査等委員である取締役３名全員との間で会社法第427条

第１項の規定に基づき同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。なお、当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額であります。

⑦ 取締役の定数

当社の取締役（監査等委員を除く）は10名以内とし、監査等委員である取締役は５名以内とする旨を定款で定

めております。

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款で定めております。

⑨ 自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策を実行するため、自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定に基づき、

取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款で定めております。

⑩ 剰余金の配当の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、毎年９月30日を基準日として、取締役会の決議によって、株

主または登録株式質権者に対し、中間配当金として剰余金の配当をすることができる旨を定款で定めておりま

す。

⑪ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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⑫ 株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

ア．株主総会の活性化および議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
定時株主総会招集通知の発送日は開催日の約３週間前の早期発送を目
途としております。2019年の同総会は2019年６月17日に開催し、また、
招集通知は５月24日に発送いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は株主総会の活性化を図る一助として、従来から集中日より10日
前後早い日に株主総会を開催し、多くの株主が出席できるよう努めて
おります。

電磁的方法による議決権の行使
パソコン、スマートフォンまたは携帯電話からアクセスしていただく
ことにより、インターネットからの議決権の行使が可能となっており
ます。

議決権電子行使プラットフォーム
への参加その他機関投資家の議決
権行使環境向上に向けた取組み

当社は議決権電子行使プラットフォームに参加しております。これに
より機関投資家は招集通知発送日の当日から議案検討に十分な期間を
確保できるようになり、議決権行使促進の一助となっております。

招集通知（要約）の英文での提供
当社のウェブサイトおよび株式会社東京証券取引所のウェブサイトに
おいて招集通知（和文・英文）を掲載し、国内外の株主の議決権行使
の促進を図っております。

その他

当社は、早期の情報提供を図るため、招集通知の発送に先駆け、当社
のウェブサイトおよび株式会社東京証券取引所のウェブサイトに公表
しております。2019年３月期の場合、５月16日に招集通知を公表いた
しました。

イ．ＩＲに関する活動状況

補足説明
代表者自身
による説明
の有無

ディスクロージャーポリシーの作
成・公表

当社では、株主や投資家の皆様に適時適切な情報開示およ
び説明責任を十分果たすことは上場企業の責務であり、コ
ーポレート・ガバナンスの観点からも不可欠と考えており
ます。したがいまして、当社は、（１）責任あるＩＲ体制
の確立、（２）充実した情報開示の徹底、（３）適時開示
体制の確立、を基本姿勢にＩＲ活動を推進することにより、
透明性の高い経営を行っております。

―

個人投資家向けに定期的説明会を
開催

当社は、個人投資家の皆様を対象に生活拠点に左右されず
参加いただけるよう、オンラインによる会社説明会を年１
回実施しております。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定
期的説明会を開催

代表取締役会長および代表取締役社長が経営戦略や業績概
況を語る決算説明会を毎年開催し、映像やストーリー性を
持たせたインパクトのあるコーポレート・コミュニケーシ
ョンに努めております。

あり

ＩＲ資料のホームページ掲載

(URL) http://www.capcom.co.jp/ir/ 有価証券報告書、四
半期報告書、決算短信、四半期決算短信、統合報告書（ア
ニュアルレポート）、ニュースサマリー、決算説明会動画、
決算説明会資料、四半期カンファレンスコール資料、コー
ポレート・ガバナンス報告書、シリーズソフト販売本数、
ミリオンセールスタイトル、販売タイトル数推移、会社情
報、株式・債券情報およびプレスリリースなどを掲載して
おります。

―

ＩＲに関する部署（担当者）の設
置

広報ＩＲ室を設置しており、３名の専従スタッフを置いて
おります。

―

ウ．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダ
ーの立場の尊重について規定

「株式会社カプコンの行動規準」および「個人情報保護規程」に盛り
込んでおります。

ステークホルダーに対する情報提
供に係る方針等の策定

顧客、株主、投資家、従業員および地域社会など、当社を取り巻く関
係者との信頼関係を深めるため、多彩なイベントや投資家説明会、地
域住民に対するグラウンドの開放等、「三方よし」（「売り手よし」、
「買い手よし」、「世間よし」）の精神を取り入れるなど、さまざま
な方法や情報発信を通じてコミュニケーションを推し進めておりま
す。

従業員のダイバーシティに関して

当社はダイバーシティ・マネジメントの観点から多様な人材の活用に
取り組んでおり、性別、国籍、年齢などに関係なく採用、評価を行っ
ております。このため、女性従業員の幹部登用にも努めており、女性
管理職は2019年３月期末において、執行役員２名を含め24名（当社管
理職に占める割合9.5％）となっており、また、グローバルな人材の確
保により、外国人は124名（当社従業員に占める割合4.9％）となって
おります。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性11名 女性―名 （役員のうち女性の比率―％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役会長
最高経営責任者(CEO)

辻 本 憲 三 1940年12月15日生

1985年７月 当社代表取締役社長

1997年４月 社団法人コンピュータソフトウェア著

作権協会理事長（現任）

（現 一般社団法人コンピュータソフ

トウェア著作権協会）

2001年４月 当社最高経営責任者（CEO）（現任）

2007年７月 当社代表取締役会長（現任）

2010年２月 ケンゾー エステイト ワイナリー ジ

ャパン株式会社代表取締役（現任）

(注)５ 4,019

代表取締役社長
社長執行役員

最高執行責任者(COO)
OP事業管掌

辻 本 春 弘 1964年10月19日生

1987年４月 当社入社

1997年６月 当社取締役

1999年２月 当社常務取締役

2001年４月 当社専務取締役

2004年７月 当社取締役専務執行役員

2006年４月 当社取締役副社長執行役員

2007年７月 当社代表取締役社長、社長執行役員

兼 最高執行責任者（COO）（現任）

2016年８月 当社代表取締役社長グローバルマーケ

ティング事業、OP事業管掌

2018年６月 当社代表取締役社長 兼 OP事業管掌

（現任）

(注)５ 3,099

取締役専務執行役員
コンシューマゲーム開発、

PS事業管掌
江 川 陽 一 1963年11月15日生

1985年４月 当社入社

1999年４月 当社第五制作部長

1999年８月 当社執行役員第五開発部長

2011年４月 当社常務執行役員

2013年４月 当社専務執行役員（現任）

2013年６月 当社取締役アミューズメント事業、

P&S事業管掌

2016年７月 当社取締役AM事業・OP事業、コンシュ

ーマゲーム開発管掌

2019年４月 当社取締役コンシューマゲーム開発、

PS事業管掌（現任）

(注)５ 3

取締役専務執行役員
最高財務責任者（CFO）
コーポレート経営管掌

野 村 謙 吉 1955年５月18日生

2009年４月 当社執行役員内部統制統括

2010年７月 当社常務執行役員財務・経理統括

2015年６月 当社常務執行役員財務・経理統括 兼

秘書・広報IR統括

2016年４月 当社専務執行役員（現任）

財経・広報本部長

2016年６月 当社取締役最高財務責任者（CFO） 兼

コーポレート経営管掌（現任）

(注)５ 3

取締役専務執行役員
グローバルマーケティング事業

管掌
グローバルマーケティング統括

本部長

根 尾 邦 男 1948年２月12日生

2012年10月 当社入社

2013年２月 CE EUROPE LTD．取締役CEO

2014年12月 CE EUROPE LTD．取締役CEO退任

2015年４月 当社顧問

2016年４月 当社常務執行役員 兼 グローバルマー

ケティング統括本部長

2018年５月 当社専務執行役員 兼 グローバルマー

ケティング統括本部長（現任）

2018年６月 当社取締役グローバルマーケティング

事業管掌（現任）

(注)５ 0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 佐 藤 正 夫 1951年２月25日生

1975年４月 警察庁入庁

1995年11月 愛媛県警察本部長

2001年１月 宮城県警察本部長

2005年８月 千葉県警察本部長

2007年１月 関東管区警察局長

2008年３月 同退官

2008年６月 中国電力株式会社社外監査役

2016年６月 当社社外取締役（現任）

2017年６月 公益財団法人古岡奨学会理事（現任）

(注)５ 0

取締役 村 中 徹 1965年６月３日生

1995年４月 弁護士登録（大阪弁護士会）

第一法律事務所（現 弁護士法人第一

法律事務所）

2007年12月 弁護士法人第一法律事務所社員弁護士

（現任）

2014年５月 古野電気株式会社社外監査役（現任）

2015年６月 株式会社スズケン社外監査役（現任）

2016年６月 当社社外取締役（現任）

(注)５ 0

取締役 水 越 豊 1956年８月29日生

1980年４月 新日本製鐵株式会社（現 日本製鉄株

式会社）入社

2004年５月 ボストン コンサルティング グループ

シニア・ヴァイス・プレジデント

2005年１月 同社日本代表

2016年１月 同社シニア・パートナー＆マネージン

グ・ディレクター

2016年６月 ライフネット生命保険株式会社社外取

締役（現任）

アサガミ株式会社社外取締役（現任）

2018年１月 ボストン コンサルティング グループ

シニア・アドバイザー（現任）

2018年６月 当社社外取締役（現任）

(注)５ 0

取締役
(常勤監査等委員)

平 尾 一 氏 1951年９月25日生

1988年６月 当社入社

1997年４月 当社海外業務部長

1999年７月 当社執行役員海外事業部長

2002年10月 当社総務部長

2004年４月 当社IR室長

2004年６月 当社監査役[常勤]

2016年６月 当社取締役[常勤監査等委員]（現任）

(注)６ 10

取締役
(常勤監査等委員)

岩 﨑 吉 彦 1952年５月19日生

1979年４月 国税庁入庁

1986年７月 伊集院税務署長

1997年７月 広島国税局徴収部長

1999年７月 広島国税局調査査察部長

2003年７月 国税庁長官官房企画官

2007年７月 名古屋国税局総務部長

2008年７月 税務大学校教頭

2009年７月 金沢国税不服審判所長

2010年７月 札幌国税不服審判所長

2011年７月 税務大学校副校長

2012年６月 当社社外監査役[常勤]

2016年６月 当社社外取締役[常勤監査等委員]（現

任）

(注)６ 6
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
(監査等委員)

松 尾 眞 1949年５月28日生

1975年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

尾崎・桃尾法律事務所

1978年８月 アメリカ合衆国ニューヨーク州ワイ

ル・ゴッチェル・アンド・マンジェス

法律事務所

1979年３月 弁護士登録（アメリカ合衆国ニューヨ

ーク州）

1989年４月 桃尾・松尾・難波法律事務所設立、同

パートナー弁護士（現任）

1997年４月 日本大学法学部非常勤講師「国際取引

法」担当

1999年６月 日本ビクター株式会社社外監査役

2000年６月 ビリングシステム株式会社社外監査役

2003年６月 山之内製薬株式会社社外監査役

2004年６月 同社社外取締役

2005年４月 アステラス製薬株式会社社外取締役

一橋大学法科大学院非常勤講師「ワー

ルド・ビジネス・ロー」担当

2007年６月 当社社外取締役

2008年10月 JVC・ケンウッド・ホールディングス

株式会社社外取締役

2009年６月 東レ株式会社社外監査役

2014年３月 ソレイジア・ファーマ株式会社社外監

査役（現任）

2015年３月 東燃ゼネラル石油株式会社社外取締役

2016年６月 当社社外取締役[監査等委員]（現任）

2018年６月 住友林業株式会社社外監査役（現任）

(注)６ 8

計 7,153

(注) １．取締役 佐藤正夫、村中 徹および水越 豊ならびに監査等委員である取締役 岩﨑吉彦および松尾 眞

は、社外取締役であります。

２．取締役 佐藤正夫、村中 徹および水越 豊ならびに監査等委員である取締役 岩﨑吉彦および松尾 眞に

つきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

３．監査等委員会の体制は次のとおりであります。

委員長 松尾 眞（社外取締役）、委員 平尾一氏、委員 岩﨑吉彦（社外取締役）

４．監査等委員会の監査の実効性を高めるため、平尾一氏および岩﨑吉彦の両名を常勤監査等委員として選定

し、社内の情報収集、情報共有および内部監査本部等への指示、報告を受けることにより効率的な監査、監

督を行っております。

５．取締役（監査等委員を除く）の任期は、2019年３月期に係る定時株主総会終結のときから2020年３月期に係

る定時株主総会終結のときまでであります。

６．監査等委員である取締役の任期は、2018年３月期に係る定時株主総会終結のときから2020年３月期に係る定

時株主総会終結のときまでであります。

７．代表取締役社長 辻本春弘は、代表取締役会長 辻本憲三の長男であります。
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８．当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める補欠の監査等委員である取締役１名を選任しております。補欠の監査等委員である取締役の略歴は

以下のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

金 森 仁 1954年８月１日生

1984年４月 東京地方検察庁検事

―

1985年４月 山形地方検察庁検事

1988年４月 新潟地方検察庁検事

1990年４月 東京地方検察庁検事

1992年４月 弁護士登録（東京弁護士会）

1993年４月 山王法律事務所パートナー弁護士

1996年２月 社会福祉法人武蔵野会理事（現任）

2002年４月 財団法人中小企業国際人材育成事業団

評議員（現 公益財団法人国際人材育成

機構）（現任）

2005年４月 筑波大学法学科大学院客員教授

2012年６月 当社補欠監査役

2015年６月 アステラス製薬株式会社社外監査役

2016年６月 当社補欠取締役[監査等委員]（現任）

2018年６月 アステラス製薬株式会社社外取締役

［監査等委員］

2018年10月 金森法律事務所弁護士（現任）

９．所有株式数の欄は、2019年３月31日現在で表示しております。

② 社外役員の状況

ア．社外取締役は、取締役（監査等委員を除く）３名および監査等委員である取締役２名の合計５名でありま

す。また、５名全員は株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

［社外取締役（監査等委員を除く）］

・佐藤正夫氏は、社外取締役および社外監査役となること以外の方法で会社の経営に参加したことはありませ

んが、長年警察行政に携わっており、法律全般にわたる広範な専門知識や豊富な経験を有するとともに、中

立かつ客観的な視点から提言や助言を行っており、リスク管理や適法性確保の観点などから取締役会の監

査・監督の強化に寄与することが期待できるため、社外取締役として選任しております。

また、同氏は取引所が定める独立性の判断基準の項目に該当するものはありません。したがいまして、一般

株主との間に利益相反が生じる恐れはないと判断しております。

・村中 徹氏は、社外取締役および社外監査役となること以外の方法で会社の経営に参加したことはありませ

んが、会社法や金融商品取引法などを専門とする弁護士で、高度な専門知識や幅広い識見、知見を有すると

ともに、専門的な見地から適法性や妥当性等の提言や助言を行っており、法的な観点などから取締役会の監

査・監督の強化に寄与することが期待できるため、社外取締役として選任しております。

また、同氏は取引所が定める独立性の判断基準の項目に該当するものはありません。したがいまして、一般

株主との間に利益相反が生じる恐れはないと判断しております。また、同氏は弁護士法人第一法律事務所の

社員弁護士であり、当社は同法律事務所との間で、法律顧問契約の取引関係がありますが、双方いずれにお

いても連結売上高または取引額の１％未満および1,000万円未満と僅少であり、当社の定める独立性基準を満

たしているため、社外取締役の独立性に影響を及ぼすものではないと判断しております。

・水越 豊氏は、コンサルタント業界における長年の経験や知見により経営分析や経営戦略の策定などに精通

するとともに、経済動向に関する高い見識や国際感覚をもとに独立した立場から積極的な意見や提言を行っ

ており、外部の観点から取締役会の監査・監督の強化に寄与することが期待できるため、社外取締役として

選任しております。

また、同氏は取引所が定める独立性の判断基準の項目に該当するものはありません。したがいまして、一般

株主との間に利益相反が生じる恐れはないと判断しております。

・各社外取締役（監査等委員を除く）と当社の間に特別の利害関係はありません。
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［監査等委員である社外取締役］

・岩﨑吉彦氏は、社外取締役および社外監査役となること以外の方法で会社の経営に参加したことはありませ

んが、税務行政における専門知識と豊富な経験に加え、財務および会計に関する知見を有しているため、外

部の視点から助言やアドバイスを行っており、税務、財務および会計の観点などから取締役会の監査・監督

の強化に寄与することが期待できるため、監査等委員である社外取締役として選任しております。

また、同氏は取引所が定める独立性の判断基準の項目に該当するものはありません。したがいまして、一般

株主との間に利益相反が生じる恐れはないと判断しております。

・松尾 眞氏は、社外取締役および社外監査役となること以外の方法で会社の経営に参加したことはありませ

んが、弁護士として高度な専門知識や広範な識見により法曹界で活躍するとともに、上場会社の豊富な社外

役員経験により実業界にも精通しているため、取締役会等において法的な観点等から指導や助言を行ってお

り、法律の専門知識を取締役会の監査・監督の強化に寄与することが期待できるため、監査等委員である社

外取締役として選任しております。

また、同氏は取引所が定める独立性の判断基準の項目に該当するものはありません。したがいまして、一般

株主との間に利益相反が生じる恐れはないと判断しております。また、同氏は桃尾・松尾・難波法律事務所

のパートナー弁護士であり、当社は同法律事務所との間で、法律顧問契約の取引関係がありますが、双方い

ずれにおいても連結売上高または取引額の１％未満および1,000万円未満と僅少であり、当社の定める独立性

基準を満たしているため、社外取締役の独立性に影響を及ぼすものではないと判断しております。

・各監査等委員である社外取締役と当社の間に特別の利害関係はありません。

　

イ．社外取締役の独立性に関する基準

当社は、「社外取締役の独立性に関する基準」を定めており、以下の事項に抵触しない者を独立性のある

社外取締役と判断しております。

　

（ア）当社グループ（「当社および連結子会社」をいう。以下同様。）の業務執行者または過去10年間にお

いて業務執行者であった者

（イ）当社グループを主要な取引先（双方いずれにおいても連結売上高または取引額の１％以上に該当する

企業等）とする者またはその業務執行者

（ウ）当社グループと主要な取引関係（双方いずれにおいても連結売上高または取引額の１％以上に該当す

る企業等）がある者または業務執行者

（エ）当社の大株主（総議決権の10％以上を保有する株主）またはその業務執行者ならびに当社グループが

大株主である者

（オ）当社グループから多額の寄付、融資、債務保証を受けている団体、法人の業務執行者

（カ）当社グループとの間で取締役を相互に派遣している会社の業務執行者

（キ）当社グループから役員報酬以外に1,000万円以上の金銭、その他の財産を得ている弁護士、公認会計

士、コンサルタント等（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体に属している場合は、当該団体

との取引において双方いずれにおいても連結売上高または取引額の１％以上および1,000万円以上）

（ク）上記の（イ）から（キ）までについては、過去５年間のいずれかの事業年度に該当していた者

（ケ）上記の（ア）から（ク）までのいずれかに該当する配偶者または二親等以内の親族

　

③ 社外取締役による監督または監査と内部監査、監査等委員会監査および会計監査との相互連携ならびに内部統

制部門との関係

社外取締役はコーポレート・ガバナンスが有効に機能するよう、コンプライアンス委員会および指名・報酬委

員会の中核メンバーとなっているほか、適法性の確保や違法行為、不正の未然防止に注力するとともに、取締役

会においても積極的な意見交換や助言を行うなど、経営監視機能の強化に努めております。

なお、監査等委員会の監査における当該相互連携状況については、後記の「(3) 監査の状況」に記載しており

ます。
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(3) 【監査の状況】

① 監査等委員会監査の状況

ア．監査等委員会は、３名の取締役から構成されており、そのうち過半数の２名は社外取締役、委員長は社外

取締役であり、また２名は財務および会計に関する知見を有しております。

イ．監査等委員会は、取締役の職務執行状況や内部統制システムの相当性等について、監査を行っておりま

す。

ウ．監査等委員会は、株主総会終了後に監査方針や監査計画の策定、監査等委員の担当、常勤の監査等委員の

選定、選定監査等委員の選定、委員長の選定などを行っております。

エ．選定監査等委員は、事業部門、事業所、国内外子会社の往査やコーポレート経営会議等の重要な会議に出

席し、情報収集や監査等委員との情報共有を行っております。また、監査等委員会は組織的監査を行うた

め直轄組織である内部監査本部等に対して、内部統制システムの有効性や運用状況等の調査、報告を指示

しています。

オ．内部監査本部等は、16名の従業員から構成されており、株主総会終了後に監査方針、監査計画、監査方法、

職務分担等を決定しています。主な活動としては、従業員の業務執行状況や内部統制システムの有効性、

運用状況の検証、評価等を行い監査等委員会に報告するとともに、適宜選定監査等委員に同行して事業所

や国内外子会社等の往査を行っております。

② 内部監査の状況等

ア．内部監査の組織、人員および手続きについては、上記の(3)①オ．に記載しております。

イ．監査等委員会、会計監査人および内部監査部門の連携状況

　監査等委員会は主に業務監査の観点から、経営に対する監視機能を果たすようにしております。また、

会計監査人は会計監査の視点に立ってそれぞれ監査を行っております。

　監査等委員会と会計監査人は必要に応じて随時協議を行い、監査に関する意見、情報の交換を行うなど、

連携と協調を図ることにより双方の監査を充実、向上させております。

　また、当社は、監査等委員会を補助する内部監査部門として内部監査本部等を設置しており、全部門を

対象に定常的なモニタリングを行うほか、グループ会社を含めて適法性、妥当性、効率性等の情報収集、

分析を行い、監査結果を監査等委員会に報告のうえ、監査等委員会が取締役会に当該結果を報告するよう

にしております。加えて、不測の事態が発生した場合において、適切な経営判断の一助に資するため、そ

の因果関係を迅速に調査、分析し監査等委員会に報告するとともに、監査等委員会から取締役会へ報告す

ることにより、会社の損失の最小化を図っております。

　他方、取締役会は、監査等委員会から提供された報告等に基づき、当社グループに内在する事業リスク

や非効率な事業を的確に把握し、危機の未然防止や業務改革に努めております。

③ 会計監査の状況

ア．会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

イ．業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員 業務執行社員：近藤 康仁

指定有限責任社員 業務執行社員：三浦 洋

指定有限責任社員 業務執行社員：小幡 琢哉

ウ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士８名、その他８名

（注）その他は、公認会計士新試験合格者、システム監査担当者等であります。
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エ．会計監査人の選定方針と理由

監査等委員会は、内部監査本部や関連する業務執行部門および関係者と連携のうえ、会計監査人の人材

や監査スキル、当社グループに対する一貫した監査体制の構築等を評価項目とした、会計監査人の選定に

かかる評価基準を策定しております。また、選定にあたっては、複数の会計監査人に提案を求め、当該評

価基準に則り評価いたします。

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当すると認められる場合

には、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。また、監査等委員会は、会計監査人

の適切な職務の遂行が困難と認められる場合、その他必要があると判断したときは、会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案を決定するとともに、取締役会は当該決定により当該議案を株主総会に上程いた

します。

オ．監査等委員および監査等委員会による会計監査人の評価

監査等委員および監査等委員会は、会計監査人の監査の方法および監査結果の相当性などを勘案すると

ともに、会計監査人との面談、意見交換等を通じて適否の判断を行っております。その他、会計監査人に

対して、公認会計士法に基づく利害関係などの独立性および専門性に関するヒアリングを適宜行い、評価

を行っております。

④ 監査報酬の内容等

ア．会計監査人に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 43 ― 44 ―

連結子会社 1 ― ― ―

計 44 ― 44 ―

イ．会計監査人と同一のネットワーク（ＫＰＭＧ）に対する報酬（ア．を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― 15 ― 6

連結子会社 55 103 53 94

計 55 119 53 101

当社における非監査業務の内容は、主に移転価格税制に係る対応の費用であります。

また、連結子会社における非監査業務の内容は、主に移転価格税制・事前確認制度（ＡＰＡ）に係る対応の費

用であります。

ウ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

エ．監査報酬の決定方針

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数を勘案したうえ定めております。

オ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、取締役（監査等委員を除く）から会計監査人の報酬等に係る算出資料の入手や聴取を

行うとともに、会計監査人から監査計画や職務執行状況の説明を受け、当該事業年度の監査時間および報

酬見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について、会社法第399条第１項の同意を行ってお

ります。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等

ア．役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針

（ア）取締役（監査等委員を除く）の報酬等について

取締役（監査等委員を除く）の報酬は、公正性と透明性を確保するため、取締役会が社外取締役を委員長

とする指名・報酬委員会に諮問し、指名・報酬委員会は各人の役位、職責、在任期間、業務執行取締役およ

び非業務執行取締役等を勘案するとともに、個人の実績を評価したうえ、相当と判断される金額を答申し、

それを踏まえ取締役会が決定しております。

・月額報酬は定額とします。

・賞与は、月額報酬を基礎に当社の業績などを勘案して妥当な範囲内で決定します。

短期業績連動報酬として、単年度の賞与を導入しており、取締役会の諮問を受けた指名・報酬委員会が次

の項目を審議し、原案を答申しています。取締役会は当該原案を付議し、決定しています。

・月額報酬（固定報酬）

・連結営業利益達成度

・個人の実績評価

（イ）監査等委員である取締役の報酬等について

監査等委員である取締役の報酬は、独立性の確保から業績との連動は行わず定額報酬とし、常勤および非

常勤等を勘案のうえ、各監査等委員である取締役の協議により決定しております。

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

業績連動報酬 退職慰労金

取締役(監査等委員およ
び社外取締役を除く。)

357 272 ― 85 ― 5

監査等委員
(社外取締役を除く。)

21 21 ― ― ― 1

社外取締役 29 29 ― ― ― 4

社外監査等委員 35 35 ― ― ― 3

(注) １．上記には、2018年６月11日開催の第39期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した社外取締役

１名および社外監査等委員１名分を含んでおります。

２．取締役（監査等委員を除く）の報酬額は、2016年６月17日開催の第37期定時株主総会において年額５億

5,000万円以内（うち社外取締役の報酬額は年額5,000万円以内）と決議いただいております。また、監査等

委員である取締役の報酬額は、同株主総会において年額１億円以内（うち社外取締役の報酬額は年額5,000

万円以内）と決議いただいております。

ウ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

氏名
連結報酬等
の総額
(百万円)

役員区分 会社区分

連結報酬等の種類別の額等(百万円)

基本報酬
ストック
オプション

業績連動報酬 退職慰労金

辻本 憲三 130 取締役 提出会社 100 ― 30 ―

辻本 春弘 104 取締役 提出会社 80 ― 24 ―

(注) 連結報酬等の総額が１億円以上である者に限定して記載しております。
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② 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬を決定するに当たっての方針や手続き

取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬の決定に当たっては、客観性、透明性や公正性の観点から任

意の指名・報酬委員会に諮問し、同委員会の答申を踏まえ取締役会が決定しております。

また、指名・報酬委員会は、株主総会で決議された取締役の報酬枠の範囲内で取締役（監査等委員である取締

役を除く）の個別の報酬額の原案を策定し、取締役会に答申しています。因みに、監査等委員である取締役の個

別の報酬額については、各監査等委員である取締役の協議により決定しております。

なお、指名・報酬委員会の概要および活動状況については、前記(1)②「企業統治の体制」カ．(オ)に記載して

おります。

決算短信（宝印刷） 2019年06月18日 10時54分 50ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 47 ―

(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準および考え方

当社は、保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式については、継続的取引関係がある企業との関係強

化、緊密化を図る一方で、慣例的な相互保有や人的関係の情実等を排除するとともに、将来の取引関係や持続的

な企業価値の向上に資するかどうかなど、中長期的な観点から得失等を総合的に勘案のうえ適正に保有しており

ます。

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ア．保有方針および保有の合理性を検証する方法ならびに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検

証の内容

取締役会は、当該保有株式について取引内容や取引金額などを踏まえ、取引関係の維持、開拓などの事業上

のメリットや戦略的意義などを考慮するとともに、将来の見通し等、中長期的な視点に立って、資本コストに

見合うリターンやリスクを定期的に精査、検証しております。

この結果、簿価が50％以上下落した場合や保有先の企業価値が著しく毀損するなど、継続して保有する経済

合理性が乏しいと判断した場合は、経済情勢や譲渡損益等を参酌のうえ、当該保有先との対話を経て、適切な

時期に保有株式数の削減や売却を行います。

イ．銘柄数及び貸借対照表計上額

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 ― ―

非上場株式以外の株式 3 494

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 1 14 取引先持株会加入のため。

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式 ― ―

非上場株式以外の株式 ― ―
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ウ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

株式会社三菱Ｕ
ＦＪフィナンシ
ャル・グループ

466,630.00 466,630.00
円滑な取引を維持するため。 有

256 325

イオンモール株
式会社

91,962.65 84,618.96
円滑な取引を維持するため。 無

167 188
株式会社みずほ
フ ィ ナ ン シ ャ
ル・グループ

408,700.00 408,700.00
円滑な取引を維持するため。 有

70 78

（注）定量的な保有効果については記載が困難であります。保有の合理性は、保有目的、経済合理性、取引状況等に

より検証しております。

みなし保有株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

―
― ―

― ―
― ―

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額

(百万円)

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額
(百万円)

非上場株式 5 8 5 8

非上場株式以外の株式 ― ― ― ―

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額(百万円)

売却損益の
合計額(百万円)

評価損益の
合計額(百万円)

非上場株式 0 ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ―

(注) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価損

益の合計額」は記載しておりません。

④ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

― ― ―

⑤ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

― ― ―
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